
下関市保育施設入所児童の利用調整に関する要領  

平成１７年２月１３日  

改正 平成１９年４月１日  

平成２１年１月２３日  

平成２４年４月１日  

平成２７年４月１日  

平成３０年４月１日  

令和元年１１月８日  

令和４年１１月１日  

（趣旨）  

第１条 この要領は、保育施設（児童福祉法 (昭和２２年法律第１６４号。

以下「法」という。)附則第７３条第１項により読み替えて適用される法

第２４条第３項の規定による保育所、認定こども園 (子ども・子育て支援

法 (平成２４年法律第６５号。以下「支援法」という。 )第２７条第１項

の確認を受けたものに限る。以下同じ。 )又は家庭的保育事業等 (家庭的

保育事業、小規模保育事業、居宅訪問型保育事業又は事業所内保育事業

をいう。)の総称をいう。以下同じ。）の利用についての調整 (以下「利用

調整」という。 )に関し必要な事項を定めるものとする。  

（利用調整の実施）  

第２条 利用調整は、下関市内の保育施設における保育の実施を希望する

児童（以下「入所希望児童」という。）のすべてが当該保育施設に入所

する場合において、当該保育施設の設備又は人員の配置等の状況により

当該保育施設における適切な保育の実施が困難となることその他のや

むを得ない事由が認められる場合は、次に掲げる入所希望児童の区分に

応じ、それぞれ当該各号に定める日において実施するものとする。ただ

し、下関市育児休業明け保育施設入所予約事業実施要綱第５条第２項の

規定による申込みのあった者については、同要綱の規定により実施する。 

(1) 当該保育施設への４月からの入所を希望し、下関市子どものための

教育・保育給付等に関する規則（平成２７年規則第３８号。以下「規

則」という。）第２条の規定による入所の申込みのあった入所希望児童 

毎年度、別に定める日  



(2) 当該保育施設への４月以外の月からの入所を希望し、規則第２条の

規定による入所の申込みのあった入所希望児童 入所希望月の前月の

２０日頃  

２ 前項第１号に掲げる入所希望児童に係る利用調整は、通常募集と追加

募集の２回実施する。  

３ 追加募集申込者の利用調整は、通常募集申込者の利用調整が全て終了

した後に実施する。  

４ 第１項第１号に掲げる入所希望児童のうち、広域入所（下関市以外に

居住している者が、当該居住地で支援法第１９条第２号又は第３号に掲

げる小学校就学前子どもに該当することの認定を受けて下関市内の保

育施設に入所することをいう。以下同じ。）による入所希望者に係る利

用調整は、追加募集にて行う。  

（入所決定の優先等）  

第３条 利用調整にあたっては、入所希望児童の保育の実施の必要度の指

数（以下「選考指数」という。）の高い者から順に入所を決定するもの

とする。  

２ 前項の選考指数は、認定事由（子ども・子育て支援法施行規則（平成

２６年内閣府令第４４号）第１条の５各号に掲げる事由をいう。）ごと

に、基準指数（別表第１）の該当する保護者の状況に応じた点数（父母

がいる場合はいずれか低い方の点数とする。）に調整指数（別表第２）

の該当する内容に応じた点数を加点又は減点して算定する。ただし、広

域入所による入所希望者には、調整指数の加点又は減点は適用しない。 

３ 選考指数が同点の場合は、優先順位（別表第３）の各項目に照らして

優先者を決定する。  

４ 前項の規定によってもなお優先順位が決定されない場合は、次条に規

定する利用調整会議において審議及び選考を行うものとする。  

５ 子ども・子育て支援法施行規則第１条の５第８号に該当することを理

由に保育施設の利用を希望する児童の入所については、前４項の規定に

かかわらず他の入所希望児童の入所に優先するものとする。  

６ 地域型保育事業を卒園する児童で、連携施設の利用を希望する者の入

所については、前５項の規定にかかわらず他の入所希望児童（前項に定



める児童を含む。）の入所に優先するものとする。  

７ 支援法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当すること

の認定を受けて認定こども園を利用している児童で、同条第２号に掲げ

る小学校就学前子どもに該当することの認定を受けて引き続き当該認

定こども園の利用を希望する者の入所については、前６項の規定にかか

わらず他の入所希望児童（前２項に定める児童を含む。）の入所に優先

するものとする。  

（利用調整会議）  

第４条 利用調整会議は、幼児保育課の課長、課長補佐、入園給付係長及

び利用調整の事務担当職員で構成する。  

２ 利用調整会議は、幼児保育課長が必要に応じ招集し、議長を務める。 

３ 幼児保育課長は、必要があると認めるときは、利用調整会議にその審

議の対象となる保育施設の職員を出席させ、当該保育施設の状況報告又

は入所希望児童の利用調整に関する意見を求めることができる。  

４ 利用調整会議において審議し、又は調整した選考に関する事項は、こ

れを記録しておくものとする。  

   附 則  

 この要領は、平成１７年２月１３日から施行する。  

附 則  

 この要領は、平成１９年４月１日から施行する。  

附 則  

 この要領は、平成２１年１月２３日から施行する。  

附 則  

 この要領は、平成２４年４月１日から施行する。  

附 則  

 この要領は、平成２７年４月１日から施行する。  

   附 則  

 この要領は、平成３０年４月１日から施行する。  

（準備行為）   

１  利用調整の実施について必要な準備行為は、この要綱の施行前におい

ても行うことができる。  



   附 則  

１ この要領は、令和元年１１月８日から施行する。  

２ 令和２年３月までに入所を希望する児童の利用調整については、なお

従前の例による。  

   附 則  

１ この要領は、令和４年１１月１日から施行する。  

２ 令和５年３月までに入所を希望する児童の利用調整については、なお

従前の例による。  

  



別表第１（第３条関係）  

【基準指数】  

認定事由  保護者の状況  点数  

就労  

月１５０時間以上  １０  

月１３０時間以上  ９  

月１１０時間以上  ８  

月９０時間以上  ７  

月７０時間以上  ６  

月５２時間以上  ５  

内職  
月１２０時間以上  ６  

月５２時間以上  ４  

妊娠・出産  出産（予定）月とその前後２か月  １０  

疾病等  

入院  １０  

自宅療養  
常時病臥又は精神疾患等  １０  

上記以外  ６  

障害  

１級・２級障害者  １０  

３級・４級障害者  ８  

上記以外  ４  

介護・看護  

居宅外  
月１２０時間以上  １０  

月５２時間以上  ６  

居宅内  
月１２０時間以上  ８  

月５２時間以上  ４  

災害復旧  
火災、洪水、地震その他不慮の災害によりその児童の

居宅を失い又は居宅が大破し、その復旧にあたる場合  
１０  

求職活動  
ひとり親世帯  ６  

上記以外  ３  

就学  
月１２０時間以上  ８  

月５２時間以上  ４  

その他  
児童福祉の観点から保育の実施が特に必要と考えら

れる場合（意見書の提出がある場合に限る）  
２０  



広域入所   ２  

備考  

保育の利用を必要とする理由を証明する書類が、特別な理由により期限

内に提出されない場合は、当該保護者の基準指数について、求職活動の場

合と同じ指数を適用する。  

  



別表第２（第３条関係）  

【調整指数】  

内容  点数  

保
育
の
状
況 

保育施設の統廃合により転園しなければならない場合  ＋１０  

育児休業対象児童が入所保留となったことによる育児休業の

延長が原因で退園した保育施設への再入園を希望する場合  
＋５  

里帰り出産や児童の長期入院等が原因で退園した保育施設へ

の再入園を希望する場合  
＋５  

下関市が指定する保育施設に医療的ケア児として入園を希望

する場合（保育施設での保育が必要かつ集団保育が可能な場

合に限る）  

＋５  

入園希望児童が障害を有する場合（保育施設での保育が必要

かつ集団保育が可能な場合に限る）  
＋２  

家
庭
の
状
況 

両親ともに不存在の場合（死亡、行方不明、拘禁等）  ＋４  

ひとり親で祖父母と同居していない場合  ＋４  

ひとり親で祖父母と同居している場合  ＋２  

生活保護を受給している場合  ＋１  

両親の一方が単身赴任等により別居している場合  ＋１  

申込児童以外の就学前児童を特別な理由なく家庭で保育して

いる場合  
－１  

祖父母と同居しており、当該祖父母が入所を希望する年度の

初日において６５歳未満かつ子ども・子育て支援法施行規則

第１条の５各号のいずれにも該当しない場合  

－３  

申込み時点において、過年度分の保育料等を正当な理由なく

滞納している場合（分納誓約を履行している場合を除く）  
－５  

就
労
等
の
状
況 

保護者が保育士又は保育教諭として特定教育・保育施設に勤

務している、又は勤務予定の場合  
＋４  

育児休業から復帰する場合  ＋２  

居宅内又は居宅と同一の敷地内に併設された店舗で勤務して

いる、又は勤務予定の場合であって、店舗接客、取引先との
－２  



商談又は危険物（科学薬品、工具等）の取扱い等がない場合

（内職を除く）  

通信講座により就学している、又は就学予定の場合  －２  

兄
弟
姉
妹
の
状
況 

兄弟姉妹が在籍している保育施設への入園を希望する場合  ＋３  

兄弟姉妹が在籍している保育施設以外の保育施設への入園を

希望する場合  
＋２  

兄弟姉妹が同時に保育施設への入園を希望する場合  

（３人目以降は１人増えるごとに更に１点加点）  
＋１  

 

  



別表第３（第３条関係）  

【優先順位】  

１  兄弟姉妹が入所希望園に在籍している  

２  市内在住  

３  ひとり親世帯  

４  希望順位が高い  

５  入所保留となっている期間が長い  

６  基準指数の合計点数が高い  

７  市町村民税の所得割課税額の合計額が低い  

 


